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平成２８年６月２０日 
総務省行政管理局公共サービス改革推進室 

 

民間競争入札実施事業 

  「さいたま新都心合同庁舎１号館の管理・運営業務」の評価について（案） 

 

 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18年法律第 51号）第

７条第８項の規定に基づく標記事業の評価は以下のとおりである。 

記 

Ⅰ 事業の概要等 

事  項 内  容 

事業概要 財務省関東財務局が管理するさいたま新都心合同庁舎１号館の管理・運営

業務 

実施期間 平成２６年４月１日～平成２９年３月３１日 

受託事業者 代表企業：新生ビルテクノ株式会社（電気機械設備等運転・保守管理業務） 

グループ企業：株式会社クリーン工房（清掃業務） 

       首都圏ビルサービス共同組合（警備業務） 

       株式会社ＮＴＴファシリティーズ（敷地内植栽管理業務） 

       株式会社ヤマキ（廃棄物処理業務） 

契約金額（税抜） 1,690,170,700円（単年度当たり：563,390,233円） 

入札の状況 １者応札（説明会参加＝９者／予定価内＝１者） 

 

Ⅱ 評価 

１ 評価方法について 

財務省関東財務局から提出された平成２６年４月から平成２８年３月までの

間の実施状況についての報告（別添）に基づき、サービスの質の確保、実施経費

等の観点から評価を行う。 

 

２ 対象公共サービスの実施内容に関する評価 

事  項 内  容 

確保されるべき

質の確保状況 

以下のとおり、適切に履行されている 

確保されるべき水準（一例） 評価 

１． 確実性の確保 

管理・運営業務の不備（空調停止・停

電・断水・エレベーター停止等）に起

因する１号館における執務及び営業

の中断回数（０回） 

０回で達成している。 

２． 安全性の確保 

管理・運営業務の不備に起因する職員

及び利用者の災害又は事故の発生（０

０回で達成している。 

資料３ 
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回） 

３． 環境への配慮 

「エネルギーの使用の合理化に関す

る法律」、「地球温暖化対策の推進に関

する法律」及び「埼玉県地球温暖化対

策条例」を遵守し、合同庁舎の職員及

び利用者の業務に支障のないよう配

慮するとともに当庁舎の温室効果ガ

ス削減目標の達成に努めること。削減

目標は、各年度において、平成１３年

度比で８％以上削減。 

夏・冬空調温度設定変更の実施、空調

機フィルター交換による空調設備の

適正な可動の実施、季節による外構照

明の点灯時間変更の実施、エネルギー

データによる光熱水の管理を行い省

エネに配慮した結果、エネルギーデー

タ比較により、平成２６・２７年度と

もに平成１３年度比２５％削減とな

っている。 

４． 各業務において確保すべき水準 

各業務の仕様書に定める水準の確保。 

 

 

各業務の仕様書に基づき、当該月分の

業務実施報告が翌月の７日以内に遅

滞なく提出され、同報告により適正に

履行されていることが確認されてお

り、達成していると認められる。 

５． 質の確保 

本業務を実施するにあたっては、以下

の観点から民間事業者の創意工夫を

反映し、公共サービスの質の確保（包

括的な質の確保、コスト削減等）に努

めるものとする。 

（１）包括的な質の確保 

企画書に基づき、仕様書に定める保守

点検日を全体把握するため一覧化し

た業務計画書を作成し、その計画書に

基づき業務の実施を行い、統括責任者

及び業務責任者によるダブルチェッ

クにより点検漏れがないよう包括的

な質の確保に努めている。 
（２）コスト削減 
企画書に基づき、予防保全として巡回

により配管の錆取りやバルブ開閉動

作を行うことにより、設備寿命の延長

や不具合箇所の早期発見による改修

範囲の縮小によるコスト削減に努め

ている。 
 

民間事業者から

の改善提案 

○電気機械設備等運転・保守管理業務について、保守点検結果を踏まえ、年度内

に行う修繕計画の提案がなされ、優先順位や概算を提示することにより、計画的

な修繕が可能となった。 

○清掃業務について、入居官署の増員により汚れが頻繁になった箇所の清掃回数

を増やし清潔な環境を保つよう努めるとともに、清掃時にトイレ設備の不具合

（漏水・つまり等）が発生した場合、統括責任者への連絡をすることにより速や

かに一時対応を行い被害の拡大を防ぐことが可能となった。 

○警備業務について、庁舎付近でのイベントや庁舎内でのイベントにより来庁者 

が増えた場合、警備員の増員を行うことにより庁舎の安全と秩序を維持すること 
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が可能となった。 

○敷地内植栽管理業務について、業務以外に植栽内のゴミ拾いを行い、植栽の美 

観を保つことにつながった。 

 

３ 実施経費（税抜） 

従前経費 496,627,860円（平成２５年度） 

実施経費 563,390,233円（平成２６年度～平成２８年度の平均） 

削減額 66,762,373円増 

削減率 13.4％増 

※増加の理由としては、①一部、従前経費が価格競争により、低入札価格での落札

になった業務があったこと、また、②１者応札で競争性が確保されなかったことに

より、従前経費と比べて、落札率が高かったことが原因と考えられる。 

 

４ 評価のまとめ 

業務の実施にあたり確保されるべき達成目標として設定された質については、平

成２６年度、平成２７年度の２か年とも全て目標を達成していると評価できる。 

また、民間事業者の改善提案により、計画的な設備修繕等、民間事業者のノウハ

ウと創意工夫の発揮が業務の質の向上に貢献したものと評価できる。 

さらに、管理・運営業務を一括して委託することにより、事業者側の統括担当者

が配置され、窓口が一本となり、指示系統の体制が整うことにより、円滑な業務運

営が図れたことも評価できる。 

一方で、実施経費については、１３．４％増加している。また、入札説明会には

複数の業者が参加しているものの、１者応札であり、競争性に問題がある。 

 

５ 今後の方針 

業務の実施にあたり確保されるべき達成目標として設定された質は達成されて

いる一方で、経費が増加し、また、入札説明会には複数の業者が参加しているもの

の、１者応札であり、競争性の改善が必要である。 

したがって、実施経費と競争性の２点について、「１０万㎡以上の建物年間業務

経験の有無」及び「中央監視装置における入出力管理点数３５，０００ポイント以

上の遠隔監視業務経験の有無」の入札条件を緩和し、入札参加要件の見直しを行う

ことで競争性を確保し、その結果として経費削減に繋がる可能性があることから、

次期事業についても引き続き民間競争入札を実施することが適当であると考えら

れる。 
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平成２８年６月７日 

財 務 省 関 東 財 務 局 

 

民間競争入札実施事業 

さいたま新都心合同庁舎１号館の管理・運営業務の実施状況について 

（平成２６年度及び平成２７年度） 

 

Ⅰ 事業の概要 

  「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律」（平成１８年法律第５１号）に

基づく民間競争入札を行い、平成２６年度より事業を実施している。 

 １ 事業の内容 

   さいたま新都心合同庁舎１号館の管理・運営業務（電気機械設備等運転・保守管理

業務、清掃業務、警備業務、敷地内植栽管理業務、廃棄物処理業務の２３業務）の実

施。 

 ２ 契約期間 

   平成２６年４月１日から平成２９年３月３１日まで３年間 

 ３ 受託者 

   代 表 企 業：新生ビルテクノ株式会社（電気機械設備等運転・保守管理業務） 

   グループ企業：株式会社クリーン工房（清掃業務） 

          首都圏ビルサービス共同組合（警備業務） 

          株式会社ＮＴＴファシリティーズ（敷地内植栽管理業務） 

          株式会社ヤマキ（廃棄物処理業務） 

 ４ 事業者決定の経緯 

   「さいたま新都心合同庁舎１号館の管理・運営業務における民間競争入札実施要項」

に基づき、入札参加者（１者）から提出された企画書について、業務の実施に必要な

要件が満たされていることを確認した。落札者決定については、平成２６年２月１４

日に開札した結果、予定価格の制限の範囲内で有効な入札を行った上記の者を落札者

とした。 

 

Ⅱ 確保されるべき質の達成状況 

  「さいたま新都心合同庁舎１号館の管理・運営業務における民間競争入札実施要項」

に基づき、当該実施要項Ⅰ．３の事項について、平成２８年３月末時点における状況

を調査することとなっており、その調査結果は以下のとおりである。 

 １ 管理・運営業務に関する包括的な質 

  ⑴ 確実性の確保 

    管理・運営業務の不備（空調停止・停電・断水・エレベーター停止等）に起因す

別添 
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る１号館における執務及び営業の中断回数は０回で達成している。 

  ⑵ 安全性の確保 

    管理・運営業務の不備に起因する職員及び利用者の災害又は事故の発生は０回で

達成している。 

  ⑶ 環境への配慮 

    「エネルギーの使用の合理化に関する法律」、「地球温暖化対策の推進に関する法

律」及び「埼玉県地球温暖化対策条例」を遵守し、合同庁舎の職員及び利用者の業

務に支障のないよう配慮するとともに当庁舎の温室効果ガス削減目標の達成に努め

ることとなっており、削減目標は、各年度において、平成１３年度比で８％以上削

減となっている。目標を達成するため夏・冬空調温度設定変更の実施、空調機フィ

ルター交換による空調設備の適正な可動の実施、季節による外構照明の点灯時間変

更の実施、エネルギーデータによる光熱水の管理を行い省エネに配慮している。そ

の結果、エネルギーデータ比較により平成２６・２７年度共平成１３年度比２５％

削減となっている。 

２ 各業務において確保すべき水準 

電気機械設備等運転・保守管理業務、清掃業務、警備業務、敷地内植栽管理業務、

廃棄物処理業務の各仕様書に基づき、毎月行った各種保守点検等の結果については、

当該月分の業務実施報告を翌月の７日以内に提出することとなっており、遅滞なく提

出され、同報告により適正に履行されていることが確認されており達成していると認

められる。 

３ 質の確保として、民間事業者の創意工夫を反映し、公共サービスの質の確保（包括

的な質の確保、コスト削減等）に努める状況 

⑴ 管理・運営業務の包括的な質の確保に関する提案 

  企画書に基づき、仕様書に定める保守点検日を全体把握するため一覧化した業務

計画書を作成し、その計画書に基づき業務の実施を行い、統括責任者及び業務責任

者によるダブルチェックにより点検漏れがないよう包括的な質の確保に努めている。 

⑵ 管理・運営業務のコスト削減に関する提案 

  企画書に基づき、予防保全として巡回により配管の錆取りやバルブ開閉動作を行

うことにより、設備寿命の延長や不具合箇所の早期発見による改修範囲の縮小によ

るコスト削減に努めている。 

⑶ 共通仕様書・その他質の確保に関する具体的な提案 

  仕様書どおりに水準を確保している。 

 ４ 民間事業者からの改善提案 

  ⑴ 電気機械設備等運転・保守管理業務について、保守点検結果を踏まえ、年度内に

行う修繕計画の提案がなされ、優先順位や概算を提示することにより、計画的な修

繕が可能となった。 
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  ⑵ 清掃業務について、入居官署の増員により汚れが頻繁になった箇所の清掃回数を

増やし清潔な環境を保つよう努めるとともに、清掃時にトイレ設備の不具合（漏水・

つまり等）が発生した場合、統括責任者への連絡をすることにより速やかに一時対

応を行い被害の拡大を防ぐことが可能となった。 

  ⑶ 警備業務について、庁舎付近でのイベントや庁舎内でのイベントにより来庁者が

増えた場合、警備員の増員を行うことにより庁舎の安全と秩序を維持することが可

能となった。 

  ⑷ 敷地内植栽管理業務について、業務以外に植栽内のゴミ拾いを行い、植栽の美観

を保つことにつながった。 

 

Ⅲ 実施経費の状況 

１ 実施経費の状況 

   平成２６年度から平成２８年度までの業務実施経費は以下のとおりである。 

    平成２６年度    ５８６，７２８，２００円 

    平成２７年度    ５５０，２９１，０００円 

    平成２８年度    ５５３，１５１，５００円 

    合    計  １，６９０，１７０，７００円 

   ３ヶ 年平均    ５６３，３９０，２３３円 

   ※経費は全て税抜である。 

２ 従前の経費と民間競争入札実施後の経費の比較 

経費の比較にあたっては、平成２５年度の従前経費（496,627,860円）と民間競争入

札実施後の経費（３ヶ年平均 563,390,233 円）を比較すると 66,762,373 円（13.4％）

増加している。 

増加した要因として 

⑴ 自動昇降機設備等点検保守業務、消防用設備等点検保守業務、敷地内植栽管理業

務において、従前経費が価格競争により低入札価格での落札結果によるもの。 

⑵ 上記以外の従前経費と民間競争入札の落札率の差によるもの。 

と考えられる。上記⑴⑵の従前経費（各業務の予定価格の総額と契約額の総額により

落札率を算出）と民間競争入札の落札率の差は 15.07％増加となっている。この落札

率の差は民間競争入札において１者応札となり競争性が確保されなかったことが大き

な原因と考えられる。 

 

Ⅳ 評価 

平成２６年度及び平成２７年度の確保されるべき質の達成状況については上記Ⅱのと

おり達成している状況にある。さらに、管理・運営業務を一括して委託することにより、

事業者側の統括担当者が配置され窓口が一本となり、指示系統の体制が整うことにより
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円滑な業務運営が図れたことも評価できる。 

ただし、当事業は１者応札であるが、入札説明会に参加したが不参加となった者に聞

取りを行ったところ、参加要件を理由に辞退した者が３者、事業規模が大きく請負が困

難と判断し辞退した者が２者、他の案件を優先したため辞退した者が２者、入札に参加

する意向はそもそもなく、ただ状況を知りたいだけの者が１者となっており、参加要件

の見直しを行う必要がある。 

 

Ⅴ 今後の事業 

  以上のとおり、本業務については競争性の確保がされていない状況である。また、参

加要件で辞退した者が３者あり、入札条件の「１０万㎡以上の建物年間業務経験の有無」

及び「中央監視装置における入出力管理点数３５，０００ポイント以上の遠隔監視業務

経験の有無」による理由であることから、緩和するよう見直しを行うこととしたい。緩

和により３者が入札参加できるようになれば、競争性が確保されることにより経費削減

の効果を上げられることが期待できると判断する。そのため再度現行プロセスを実施す

ることとしたい。 




